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本日の御議論

• 2021年4月より、エリアを越えた広域的な調整力の調達・運用と、市場原理による競争活性化・透明化による調整 

力コスト低減を図るため、需給調整市場を開設し、三次調整力②（三次②）の取引を開始、2022年4月には三次調

整力 ①（三次①）の取引を開始した。 

• 2024年4月に残りの二次調整力①②（二次①、二次②）、一次調整力（一次）の取引を開始した中で、募集量に対

する 応札量・約定量の未達が発生。前日商品については調達費用の高騰も大きな課題となった。

• 前日商品の調達費用高騰の課題への取り急ぎの対応として、本作業部会で、前日商品を対象に募集量削減の取組を段

階的に⾏ってきた。2024年11月からは、エリアごとの状況、余力活用コストとのバランスなどを考慮した新しい募

集量削減の考え方も導入した。

• その中で、需給調整市場検討小委員会においては、需給調整市場の活性化を目指すべく、需給調整市場における制度

的措置に関する検討が進められてきた。

• 今回は、2024年度における需給調整市場における調達状況を踏まえつつ、今後の需給調整市場における調整力調達

の方向性について、ご議論を頂きたい。

※なお、本資料中のデータは、直近の市場取引情報の速報値を収集・分析したものであるため、今後修正・変更が発生する可能性あり。
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１．2024年度・2025年4月以降の調整力調達実績

２．今後の需給調整市場の在り方について
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これまでの調整力調達に関する取組の流れ

• 電力システム改革を踏まえ、「エリアを越えた広域的な調整力の調達・運用による効率化と、市場原理による競争活

性化・透明化」、「DR事業者や新電力等の新規事業者の市場参加拡大による、より効率的で柔軟な需給運用の実

現」を目指し、調整力の調達を基本的に需給調整市場にて行うことが整理されてきた。従前存在していた調整力公募

についても、沖縄エリアを除き2023年度までに終了している。

• 一方、2021年度の需給調整市場の取引開始以降、市場募集量に対する未達が多く発生し、調達単価が高騰する事象

が発生。調整力確保費用を支払う一般送配電事業者の経営基盤や需要家負担への影響も生じている。

• 2024年4月に需給調整市場において全商品の取扱いを開始して以降、その傾向はより深刻になっていることを受け、

上限価格を設定していなかった三次②を対象に5月以降募集量削減の措置を開始、市場調達量を減少させる分、余力

活用電源に一定程度依存することとなった。その結果、三次②の不足分を余力活用によって補うことによる調達費用

と合わせても、当初よりも三次②の調達費用は減少しており、募集量削減の対応は調整力調達コストの削減に一定程

度の効果があったものと考えられる。

• 加えて、2024年7月には中部エリアにおいて、随意契約の締結による揚水運用権の貸与を開始しており、需給調整

市場・余力活用電源・揚水随意契約を組み合わせながら、各エリアの調整力調達コストを抑制している。

• また、需給調整市場への応札の誘導的措置の一環として、起動費の取り漏れを防ぐべく起動費事後精算を認めた価格

規律の見直しを⾏い、 2025年4月以降の受渡しから適用した。また、三次②について、応札可能量の拡大・必要量

の削減のため、取引ブロック時間を従来の3時間から30分に短縮させた。
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（参考）起動費の事後精算について 第98回制度検討作業部会
(2024年12月24日) 資料3



6

（参考）取引ブロック時間の見直しについて 第25回需給調整市場検討小委員会
(2021年9月17日) 資料2 一部修正

（注）第28回需給調整市場検討小委
員会（2022年2月24日）において、
一次～三次①についても、ブロック時
間を30分に見直すこととされた。
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（参考）2024年度に行った主な対応
これまでの主な対応策一覧

2024年4月 全商品の約定未達・調達費用高騰（特に三次②）

2024年5月 • 週間商品（二次②・三次①）の前日追加調達一時中断

2024年6月
• 三次②一定割合による募集量削減の開始
（直近１か月における全エリア・ブロック別調達率平均実績を募集量削減係数に適用）

2024年7月

• 三次②効率的な調達の開始
（必要量を3σ→１σに見直し、必要に応じて余力活用から追加調達）

• 中部エリアにおける揚水随意契約の締結

• 揚水における応札拡大方策の開始

2024年11月
• 三次②一定割合による募集量削減の考え方見直し
（エリア別・ブロック別余力活用コストとのバランスを考慮した新規募集量削減係数）

2025年度
• 価格規律見直し（起動費事後精算案）

• 三次②取引 １ブロック 30分化

週間 ･･･週間商品（一次～三次①）に関連する施策 前日 ･･･前日商品（三次②）に関連する施策

週間

週間

前日

前日

前日

前日

前日

週間 前日



(百万円) 複合商品（週間） 三次② 合計

2024年4月 10,022 13,626 23,647

2024年5月 10,389 11,257 21,646

2024年6月 12,249 3,428 15,677

2024年7月 12,367 4,759 17,126

2024年8月 17,055 2,941 19,996

2024年9月 13,845 4,518 18,363

2024年10月 15,227 2,124 17,352

2024年11月 13,425 814 14,239

2024年12月 14,579 694 15,274

2025年1月 15,443 530 15,973

2025年2月 13,807 974 14,781

2025年3月 15,087 1,585 16,672
8

市場調達費用総額の動向（2024年4月～2025年3月）

（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）

市場調達費用総額（全エリア合計）

• 前日商品の調達費用については、2024年6月に募集量削減係数を用いた募集量削減を⾏って以降、削減前の水準

（ 2024年4・5月は毎月9エリア合計で100億円超）と比して大きく減少。さらに、募集量削減係数の設定方法を見

直した2024年11月以降の調達費用はより一層減少している。

• 週間商品の調達費用については、2024年８月の高需要期よりは減少した一方、年度を通した削減には至っていない。

(百万円)
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エリア別市場調達単価の動向（2024年4月～2025年3月）

（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）
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北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

10.31 5.67 4.18 5.30 2.52 5.81 4.32 2.64 8.66

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

9.60 5.11 11.51 10.65 3.04 3.61 7.34 1.08 2.81

【24年度全体での平均単価】【24年度全体での平均単価】

複合 三次②

(円/ΔkW・h)(円/ΔkW・h)

募集量削減
係数の導入
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2024年度前日商品調達費用（市場調達・余力活用）について

（出典）電力需給調整力取引所・送配電網協議会からの提供資料より事務局作成（速報値）

前日商品(※1)調達費用の総額

• 2024年5月以降、前日商品の募集量を削減してきたが、調整力の調達総コストを低減する観点からは、市場での前

日商品調達費用(①)だけでなく、余力活用分(②)を含めた調達費用総額の動向を確認することが重要。

• 全国単位で見ると、2024年4月以降、市場調達分の調達費用(①)と余力活用分の調達費用(②)を合算した費用は大き

く下がった。市場での調達量を削減したこと、加えて三次②の効率的な調達が功を奏したものと考えられる。

前日商品
平均単価

前日商品相当
余力平均単価

(※2)

①前日商品
調達費用(市場分)

②前日商品
調達費用(余力分)

合計
（①＋②）

2024年4月 9.44 4.19 136.26 115.47 251.73

5月 12.07 4.08 112.57 40.66 153.23

6月 4.47 4.00 34.28 42.14 76.42

7月 6.85 3.59 47.59 23.60 71.19

8月 5.38 3.16 29.41 16.27 45.68

9月 9.77 4.27 45.18 29.01 74.19

10月 6.36 4.26 21.24 21.24 42.49

11月 2.36 3.17 8.14 7.94 16.08

12月 2.37 1.53 6.93 3.50 10.43

2025年1月 1.42 1.60 5.29 4.88 10.18

2月 2.19 1.10 9.74 3.08 12.82

(注)単価は円/ΔkW・h、費用総額および合計は億円。
現時点での発電事業者、小売事業者とTSO間の精算データを元に算出を⾏った速報値であるため、今後変更の可能性がある。

(※1) 4月分については、前日商品の中に「週間商品の前日追加調達」分を、7月以降分については
「三次②の余力追加調達分（必要量を1σ相当に減らした後必要に応じて⾏う追加調達分）」も含む。

(※2) 余力平均単価は、持替費用の和（起動費含む）を持替電力量で除したもの(持替費用単価)に相当。エリア毎に余力平均
単価を計算し、各エリアの前日商品相当の余力調達量で加重平均することで、全体での前日商品相当の余力平均単価を算出。
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2025年度の応札量について

（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）

• 応札量の増加を狙い、三次②取引の1ブロック30分化（2025年3月14日受渡し分以降）、価格規律の見直しによる

起動費の事後精算（2025年4月1日受け渡し分以降）が開始。

• それ以降、三次②は応札が増加したエリアが一部にあり。複合商品（週間商品）は、応札量こそ全国的に減少したも

のの、全国での約定率（約定量÷募集量）は高くなっている。今後応札量に更なる変化が生じるか、当面の間取引状

況を注視していく。

4/1 価格規律の見直し 4/1 価格規律の見直し3/14 取引BL 30分化

複合応札量(折れ線)と約定率(棒グラフ) 三次②応札量
(千ΔkW・h) (千ΔkW・h)(％)

（注）上記で示した複合・三次②の応札量は、いずれも1日あたりの応札量を示したものであることに留意。
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2025年度の約定単価について（リソース別）

（出典）電力需給調整力取引所からの提供資料より事務局作成（速報値）

• 複合商品の約定単価において、蓄電池を除き2024年度と2025年4月で大きな変化は生じていない。

• 三次②（前日商品）において、2024年度全体では蓄電池・DRリソースの価格高騰、火力の揚水比での高単価が目

立ったが、2024年度途中から⾏った募集量削減により、これら電源種の高単価約定は減少。2025年4月では蓄電

池・DRリソースの約定単価は2024年度比で大きく下落し、火力も揚水と近しい価格で約定されるようになった。た

だし、上限価格がある複合商品と比べると三次②の蓄電池やVPP/DRの約定単価はまだ高い。

複合商品約定単価 三次②約定単価

円/ΔkW・h ■火力 ■揚水/水力 ■蓄電池 ■VPP/DR 全体

24年度 11.78 1.53 330.07 110.92 6.64

25年4月 2.68 1.06 84.11 62.82 2.24

円/ΔkW・h ■火力 ■揚水/水力 ■蓄電池 ■VPP/DR 全体

24年度 5.99 4.14 31.39 14.42 5.77

25年4月 4.71 4.70 21.68 14.42 5.03
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１．2024年度・2025年4月以降の調整力調達実績

２．今後の調整力調達の方向性について
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これからの調整力調達の方向性について（概要）

• 第81回電力・ガス基本政策小委員会（2024年9月26日）においては、市場創設の当初の目的を達成するために、誘

導的措置や制度的措置、2026年度に予定されている前日取引への全面移行等の対応を進めることで、需給調整市場

の運用改善を進めるべきであるとされた。

• さらに中期的には、今後の再エネ大量導入・系統混雑も見据えた上で、kWhとΔkWの同時約定により最適化された

調整力調達および電源運用を実現するべく、同時市場の導入に向けた検討を本格的に進めることが必要だとされた。

• この点、将来の方向性を踏まえ、経済効率性を追求しつつ市場での調達割合を増やしていく方向性は合理的である。

そこで、発電事業者にとっての応札障壁のさらなる緩和、より安価な応札札の増加、将来的な同時市場への円滑な移

行を目指すべく、まずは今後予定されている以下の対応を着実にとっていく。

➢ 全商品の取引時間1ブロック30分化（2026年度からの導入を予定） →６ページ

従来の3時間ブロックの中では、当該時間帯に予備力の少ないコマが含まれる場合に、そのコマに引きずられる形で応札可能余力
が少なくなっており、本対応による更なる応札可能余力の増大を企図。2025年度より三次②に関して先⾏的に対応。

➢ 週間商品の前日取引への移⾏（2026年度からの導入を予定）

 価格に織り込まれる需給変動リスクの低減・価格算定の適正化や、一次・二次①の並列必須要件による応札障壁の緩和等を企図。

• その一方で、調整力調達コストの最小化のためには、当面の間は市場以外での調整力調達手段（余力活用電源・揚水

等随意契約）を併用していくことが必要である。
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（参考）短期の需給運用の効率化について 第81回電力・ガス基本政策小委員会
(2024年9月26日) 資料3 一部修正
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（参考）週間商品の前日取引化について 第51回需給調整市場検討小委員会
(2024年10月23日) 資料3 
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（参考）東北エリアにおける揚水随意契約について

• 第7回制度設計・監視専門会合（2025年3月31日）では、東北エリアにおいて、一次・二次①の調達率が低調である

ことやレベニューキャップ申請単価を上回る単価水準であること、エリア内唯一の調整力機能を有する揚水発電機に

ついて余力活用契約での活用が出来ない可能性があること等を踏まえ、当該揚水発電機の供出する調整力の一部につ

いて、随意契約で予約確保することには一定の意義があるものと整理された。

第7回制度設計・監視専門会合
(2025年3月31日) 資料4 
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これからの調整力調達の方向性について（制度的措置）

• 第50回需給調整市場検討小委員会（2024年9月10日）以降、同小委員会にて需給調整市場への応札を求める制度的

措置に関する検討や技術的検証が進められ、第54回同小委員会（2025年3月4日）では、国とも連携の上、 2026年

度からの制度的措置の導入要否等の検討を進めていくこととされた。

• 今後、市場での調達割合を増やすという方向性は合理的である。その一方、すでに各発電事業者において需給調整市

場の制度変更を含め様々なシステム改修が輻輳している中、制度的措置の導入によってさらにシステム改修等の対応

を求めれば、市場の混乱、電力市場の信頼低下、ひいては同時市場への疑念にも繋がりかねない。アグリゲーター・

新電力にとっても、制度的措置に伴うオペレーション対応は大きな追加負担となる。

• こうしたことから、経済効率性と市場参加の自由度確保のバランスを保ちながら調整力調達を進めることを基本的な

方向性とし、当面は余力電源や揚水随意契約等も活用しながら市場調達を進め、2026年4月からの制度的措置の導

入は見送ることとしてはどうか。(※１) 

（※１）なお、制度的措置により、より経済性ある持ち下げ供出札の応札増加に繋がる。高需要期に市場の取引状況が大きく悪化するなど、持ち下げ供出

札の応札の必要性が高まれば、様々なデメリットも考慮に入れつつ制度的措置の導入についての検討を再開する。

• 一方、今般制度的措置導入を見送ることで、発電事業者における市場応札のシステム整備やオペレーション対応が一

切進まなくなることは望ましくない。事実上全電源の市場応札を求める(※2)同時市場の導入に向け、部分的に同時

市場の一部制度を試⾏することは、実務的課題をあらかじめ洗い出す観点等から有益。事業者のシステム改修の負担

等も考慮に入れつつ、今後、同時市場開始以前の時点では全電源の市場応札を一定の範囲で求めていくこととしては

どうか。（※2）第15回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年4月22日）において、自己計画電源については、安定供給の観点から必要な場合に制約

を及ぼす仕組みの導入を前提に、市場入札を必須としない方針が整理されている。
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（参考）同時市場における調整力市場への供出義務

同時市場において、前日断面で、広義の電力市場に対して、供給力全量の供出を求めることとした場合、
調整力市場への供出義務の考え方についても整理が必要となる。

（～中略～）

以下を踏まえると、同時市場においては、基本的に、調整機能がある電源については、kWh 市場と 
ΔkW 市場の両方に入札する義務を課すことが必要と考えられる。

• kWh 市場と ΔkW 市場を同時に開催して kWh と ΔkW の確保の最適化を図るという同時市場の制
度趣旨を踏まえると、調整機能がある電源については両市場において活用可能とされることが望ま
しいこと。

• 現⾏制度においても、容量市場の約定電源については余力活用契約の締結が求められており、最終
的な GC 以降の断面では余力活用契約による供出（調整力 kWh 市場への供出）が義務付けられて
いること（つまり、最終的にはkWh 市場（スポット市場・時間前市場）だけでなく、調整力 kWh 
市場にも供出することになること。）。

• 現⾏制度において発生している需給調整市場（ΔkW 市場）の売り入札不足や価格高騰などの課題を
解決する必要があること。

• その他、海外における制度設計を参考にすると、前日断面で同時最適が⾏われている市場において
は、kWh 市場・ΔkW 市場両方に供出が求められていること。

同時市場の在り方等に関する検討会 中間取りまとめ 
（2024年11月8日）p.25~26 抜粋
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（参考）同時市場の導入に向けた個別制度の部分的導入

• 第13回同時市場の在り方等に関する検討会（2025年2月19日）では、同時市場と現在の制度を比較し、可能な範囲

で、個別制度の段階的、部分的な先⾏導入も検討すべきと整理された。

第13回同時市場の在り方等に関する検討会
(2025年2月19日) 資料3 一部修正
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これからの調整力調達の方向性について（週間商品の調達費用抑制）

• 2024年度に⾏った三次②の募集量削減については、前述の通り調整力調達コストの抑制に概ね寄与したものと評価

できる。一方で、募集量削減を⾏っていない現在の週間商品（一次～三次①）については、週間商品のみに設定され

た上限価格が一定程度調達コスト抑制の機能を果たしているが、そのコストは足下必ずしも安価ではない現状。

• そのため、2026年度以降も調整力コスト増加に伴う一般送配電事業者の経営基盤や需要家負担への影響を踏まえ、

2026年度以降も必要な範囲で取引安定化の措置を順次講じていく。その点、現在の週間商品の調達方針についても、

今後も引き続き見直しの検討が必要である。

• 例えば、現在の週間商品については、その募集量が三次②と比して大きい。その中で、三次②と同様に競争環境をよ

り働かせやすくするためにも、加えて、2026年度現在の週間商品が三次②と同じタイミングである前日取引へ移⾏

する際に、三次②ではなく約定機会の生じやすい複合商品に過度に応札が偏ることを防止するためにも、週間商品の

募集量を削減することも一案である。

• あるいは、現⾏の週間商品の上限価格については、2024年4月以降の水準（※）を当面の間継続することとしてい

るが、足下の取引状況やTSOの調整力調達計画等に鑑みながら、今一度合理的な上限価格の設定について検討し直す

ことも一案である。
（※）一次・二次①・複合商品に対して19.51円/ΔkW・30分、二次②・三次①に対して7.21円/ΔkW・30分

• こうした取り組みを含めて、週間商品の今後の調達方針について今後検討を進めて⾏くこととしたい。
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（参考）応札商品の偏りについて 第51回需給調整市場検討小委員会
(2024年10月23日) 資料3 
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